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       ○長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例施行規則 

 

平成29年４月１日 

長崎県病院企業団規則第１号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例(平成29年長崎県病院企業団

条例第５号。以下「条例」という。)第10条の規定に基づき、条例の施行について必要な事項を

定めるものとする。 

 （貸与の申請） 

第２条 条例第２条の規定により育成資金の貸与を受けようとする者は、診療看護師育成資金貸

与申請書(様式第１号)に次に掲げる書類を添えて企業長に提出しなければならない。 

 (１) 大学院の修士課程入学後１年を経過しない者については、当該大学院の院長等が発行す 

   る在学証明書 

 (２) 大学院の修士課程入学後１年以上を経過している者については、当該大学院の院長等が 

   発行する成績証明書 

 (３)  大学院の修士課程修了後で診療看護師資格試験に合格している者については、当該合格

証明書  

(４) 保健所又は公的医療機関が発行する健康診断書 

 (５) 戸籍抄本 

 (６)  連帯保証人となるべき者の保証書（様式第２号）  

 (７) その他企業長が必要と認める書類 

 （貸与の決定及び通知） 

第３条 企業長は、前条の申請があったときは、申請の内容を審査し、適当と認めるときは、育

成資金の貸与を決定し、診療看護師育成資金貸与決定通知書（様式第３号）により、当該申請

者に通知するものとする。 

 （借用証書） 

第４条 前条の規定により育成資金の貸与の決定を受けた者は、診療看護師育成資金借用証書（様

式第４号）を企業長に提出しなければならない。 

 （育成資金の貸与） 

第５条 育成資金のうち、条例第３条第１項に掲げる経費で、入学金は貸与開始年度当初に、生

活費及び実務研修資金は毎月貸与する。 

 （連帯保証人） 

第６条 条例第４条第１項の規定により貸与を受けようとする者が立てなければならない連帯保

 証人は、独立して生計を営む成年者でなければならない。 

２ 前項の連帯保証人のうち１人は、父母兄弟又はこれに代わる者でなければならない。 

 （貸与の取消し及び停止の通知） 

第７条 企業長は、条例第５条の規定により、育成資金の貸与を取り消し、又は停止したときは、

診療看護師育成資金貸与取消通知書（様式第５号）又は診療看護師育成資金貸与停止通知書（様

式第６号）により診療看護師修学生（条例第５条第１項第１号に該当して取り消したときは、

前条第２項に掲げる者）に通知するものとする。 

 （返還免除） 

第８条 条例第６条又は第８条の規定により育成資金の返還の免除を受けようとする者は、診療

看護師育成資金返還免除申請書(様式第７号)を企業長に提出しなければならない。 

２ 企業長は、前項の申請をした者に対し、育成資金の返還免除を決定したときは、診療看護師

育成資金返還免除通知書(様式第８号)により当該申請者に通知するものとする。 
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 （在職期間の計算） 

第９条 条例第６条及び第７条の在職期間を計算する場合においては、企業団病院の職員となっ

た日の属する月から、企業団病院の職員でなくなった日の属する月までを算入するものとする。

この場合において、企業団病院の職員でなくなった月に再び企業団病院の職員となったときは、

その月を１月として算入するものとする。 

２ 前項の規定による在職期間を計算する場合において、当該期間中に休職、停職、育児休業又

は自己啓発等休業（以下「休職等」という。）の期間があるときは、休職等の期間の開始する

日の属する月から休職等の期間の終了の日の属する月までの月数を控除するものとする。ただ

し、休職等の期間の終了した月において、再び休職等の期間が開始したときは、その月を１月

として控除するものとする。 

３ 第１項の規定による在職期間を計算する場合において、当該期間中に育児短時間勤務をした

期間があるときは、育児短時間勤務をした月数の合計に、「１週間当たりの通常の勤務時間数

（38時間45分）」分の「実際に勤務した１週間当たりの時間数」を乗じて得た月数を在職期間

とする。この場合、算出した月数に１月未満の端数が生じた場合は、これを切り上げるものと

する。 

４ 前項の場合、育児短時間勤務の開始日又は終了日が月の途中の場合は、当該月は１月在職し

たものとみなす。  

５ 育児休業期間が満了した日の翌日から育児短時間勤務をした場合において、当該日が月の途

中であるときは、当該日の属する月は在職期間から控除するものとする。 

 （返還債務の裁量免除） 

第 10条 企業長は、診療看護師修学生の企業団病院での職員としての在職期間が条例第６条第１

号の期間（以下「必要勤務期間」という。）に達しなかった場合で、診療看護師修学生がやむ

を得ない理由により退職したときは、企業団病院に在職した期間を必要勤務期間で除して得た

数に、貸与された育成資金の額を乗じて得た額の返還を免除することができる。 

 （学業成績表の提出） 

第11条 大学院の修士課程に在学中の診療看護師修学生は、前年度末における学業成績表を毎年

４月15日までに企業長に提出しなければならない。 

 （修了証書の提出） 

第12条 診療看護師修学生は、在学する大学院の修士課程を修了した場合は、直ちに修了証書の

写しを企業長に提出しなければならない。 

 （届出） 

第13条 診療看護師修学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を企業長に 

届け出なければならない。 

 (１) 氏名または住所を変更したとき。 

 (２) 退学したとき。 

 (３) 修学に堪えない程度の心身の故障が生じたとき。 

 (４) 休学し、又は停学の処分を受けたとき。 

 (５)  復学したとき。 

 (６) 連帯保証人の氏名、住所に変更があったとき、又は連帯保証人が死亡したとき、若しく

  は破産の宣告その他連帯保証人として適当でない理由が生じたとき。 

 （育成資金の債権管理） 

第14条 企業長は、債権管理簿を作成し、債権の管理を行うものとする。 

２ 債権管理の方法は、長崎県の例による。 

 （定めのない事項） 

第15条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、企業長が定める。 
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   附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

 

年  月  日 

 

   長崎県病院企業団企業長 様 

 

本籍地 

住 所               電話 

氏 名               印 

性 別  男・女    年  月  日生 

 

 

診療看護師育成資金貸与申請書 

 

 

 診療看護師育成資金の貸与を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 なお、貸与決定後は、長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例及び長崎県病院企業団診

療看護師育成資金貸与条例施行規則に定められた事項を遵守することを誓います。 

 

記 

  

 １．貸 与 総 額    金                円也  

  

 ２．貸 与 期 間        年   月から    年   月まで（  か月） 

   

 ３．在学（中・修了）の大学院    

 

 ４．修 士 課 程 名 

 

 ５．入 学 年 月 日       年   月   日 

                 

 ６．修了（予定）年月       年   月 

 

 ７．実 務 研 修 予 定 年 月         年   月   ～   年   月 
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様式第２号（第２条関係） 

 

年  月  日 

 

   長崎県病院企業団企業長 様 

 

連帯保証人 住所 

職業 

氏名                    印 

年  月  日生 

本人との関係 

連帯保証人 住所 

職業 

氏名                  印 

年  月  日生 

本人との関係 

 

 

保 証 書 

 

 

 下記の者が診療看護師育成資金の貸与を受けたうえは、その連帯保証人となり、長崎県病院企

業団診療看護師育成資金貸与条例及び長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例施行規則に

従い、下記の者と連帯して債務を負担します。 

 

 

記 

 

 

 在学している大学院名  

 実務研修している医療機関名 

 

住所 

氏名 

    年  月  日生 

 

（注） この保証書に押印した連帯保証人の印鑑については、市町村長の証明書を添付する  

   こと。 
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様式第３号（第３条関係） 

 

年  月  日 

 

様 

 

 

長崎県病院企業団企業長    印 

 

 

診療看護師育成資金貸与決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった  年度診療看護師育成資金の貸与については、下記

のとおり決定したので通知します。 

 

 

 

記 

 

 

決 定 番 号  第    号 

 

大 学 院 名 

（実務研修機関名） 

 

貸 与 金 額  金            円也 

 

貸 与 期 間     年  月から  年  月まで 
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様式第４号（第４条関係） 

 

 

診療看護師育成資金借用証書 

 

 

 

年  月  日 

 

 

  長崎県病院企業団企業長 様 

 

決 定 番 号  第     号 

 

借 受 人  住所 

氏名          印 

 

連帯保証人  住所 

氏名          印 

 

連帯保証人  住所 

氏名          印 

 

 

   長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例に基づく  年度診療看護師育成資金を 

次のとおり借用します。 

 

 

 

借用金額  金           円 

 

貸与期間    年  月から  年  月まで 

 

 

（注）連帯保証人の押印する印章は、印鑑証明のあるものとする。 
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様式第５号（第７条関係） 

 
 

年  月  日 

 

          様 

 

長崎県病院企業団企業長  印  

 

 

診療看護師育成資金貸与取消通知書 

 

 

     長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例第５条の規定により、診療看護師 

育成資金の貸与を取り消す。 

取消年月日    年  月  日 

 

 

 

 

様式第６号（第７条関係） 

 
 

年  月  日 

 

          様 

 

長崎県病院企業団企業長  印  

 

 

診療看護師育成資金貸与停止通知書 

 

 

     長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例第５条の規定により、診療看護師 

育成資金の貸与を一時停止する。 

停止年月日    年  月  日  から 
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様式第７号（第８条関係） 

 
 

年  月  日 

 

   長崎県病院企業団企業長 様 

 

                                                 決定番号  第     号 

                                                 住 所 

                                                     氏 名           印 

 

 

診療看護師育成資金返還免除申請書 

 

 

  下記のとおり、診療看護師育成資金の返還の免除を申請します。 

 

 

記 

   貸 与 総 額                        円 

返 還 未 済 額 円 

返還免除を受けようとする額 円 

大学院修士課程修了年月日              年    月    日 

実務研修修了年月日 年    月    日 

在職した企業団病院の名称

及び在職期間       

病 院 の 名 称 在 職 期 間 

   年  月  日～  年  月  日 

   年  月  日～  年  月  日 

休業、休職、停職の期間 

休業、休職、停職の別 期 間 

   年  月  日～  年  月  日 

   年  月  日～  年  月  日 

   年  月  日～  年  月  日 

免除を申し出る理由 

 

 

 

 

（注）１ 心身の故障の著しい障害の場合は、医師の診断書を添付すること。 

２ 死亡した場合は、死亡したことを証明する書類を添付して遺族が申請すること。 
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様式第８号（第８条関係） 

 

年  月  日 

 

          様 

 

長崎県病院企業団企業長  印  

 

 

診療看護師育成資金返還免除通知書 

 

 

    長崎県病院企業団診療看護師育成資金貸与条例第６条（第８条）の規定に 

   より、下記のとおり診療看護師育成資金の返還を免除する。 

 

 

記 

  貸 与 総 額 円 

返 還 済 金 額 円 

返 還 未 済 額 円 

返 還 免 除 額 円 

 

 

 

 


